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令和５年度山村振興関係予算

１．予算編成経過

令和５年度予算編成に当たり 「令和５年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針、

について」(令和４年７月２９日。閣議了解 ）を踏まえて８月末日までに関係各省庁か。

ら財務省へ提出され、その後の折衝を経て令和４年１２月２３日の閣議で令和５年度予算

概算決定が行われ、国会での審議を経て３月末に成立した 。。

令和５度の政府予算の歳出は、次のとおりとなっている。

一般歳出 ７２兆７，３１７億円（前年度比５兆３，５７１億円増）

地方交付税交付金等 １６兆３，９９２億円（前年度比 ５，１６６億円増）

国債費 ２５兆２，５０３億円（前年度比 ９，１１１億円増）

， （ ， ）合計 １１４兆３ ８１２億円 前年度比 ６兆７ ８４８億円増

また、令和５年度の地方財政計画の規模は、総額９２兆４００億円程度 （前年度比1兆

４，４００億円程度増 、地方交付税は １８兆３，６１１億円（前年度比３，０７３億）

円増）となっている。

２．全国山村振興連盟の取組

全国山村振興連盟としては、令和５年度の予算編成に向けて、７月の理事会及び１１月

の通常総会の際に要望事項を決定し、国会議員及び関係省庁に対し要望活動を行った。

【令和５年度山村振興関係各省庁予算の概要】

注１．詳細は別表のとおり。

注２．予算額は、振興山村分として明確な区分ができないため、

全国分が一括計上されている。

【農林水産省(非公共)】

１．農山漁村振興交付金 91億円（ 93.0%）

うち山村活性化支援交付金 7.8億円（ 99.4%）

うち最適土地利用総合対策 91億円の内数 (93.0%）

うち中山間地域等農用地保全総合対策 ー （ ー）

うち中山間地農業推進対策 ー （ ー）

２．中山間地農業ルネッサンス事業(優先枠等を設けて実施） 407億円 （100.0%）

３．多面的機能支払交付金 487億円（ 99.9%）

４．中山間地域等直接支払交付金 261億円（100.0%）

５．鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 97億円（ 95.8%）

６．農地耕作条件改善事業 200億円（ 80.9%）

７. 強い農業づくり総合支援交付金のうち

産地基幹施設等支援タイプ 121億円の内数（ 95.9%）
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８．野菜価格安定対策事業のうち

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 156億円の内数（100.1%）

９. 農業次世代人材投資事業 192億円の内数（ 92.9%）

（ ）10. 農の雇用事業 192億円の内数 92.9%

新規就農者育成総合対策 192億円の内数（ 92.9%）11.

みどりの食料システム戦略推進総合対策 7億円 ( 83.2%）12.

13. 中山間地域活性化資金 (207億円)（ 94.1%）

（ ）（ ）14. 振興山村・過疎地域経営改善資金 2億円 0.0%10

【農林水産省(公共)】

１．農業農村整備事業 3,323億円（100.1%）

２．農山漁村地域整備交付金 774億円（ 98.7%）

【水産庁(非公共)】

１．浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業 23億円（ 86.8%）

【水産庁(公共)】

１．水産基盤整備事業 729億円（100.3%）

２．農山漁村地域整備交付金（再掲） 774億円（ 98.7%）

【林野庁（非公共 】）

． （ ）１ 林業・木材産業循環成長対策 72億円 新規

２．林業デジタル・イノベーション総合対策 5億円（ 新規）

３ 森林・林業担い手育成総合対策 47億円 ( 97.3%)．

．「 」 ）４ 新しい林業 に向けた林業経営育成対策 2.7億円 ( 81.0%

． （ ）５ シカ等による森林被害緊急対策事業 1.1億円 80.1%

６．森林・山村多面的機能発揮対策 10億円 ( 74.8%)

７．新たな森林空間利用創出対策 0.4億円 ( 新規）

． （ ） （ ）８ 山村活性化支援交付金 再掲 7.8億円 99.4%

【林野庁（公共 】）

１．森林整備事業 1,252億円（100.3%）

２．治山事業 623億円（100.4%）

３．農山漁村地域整備交付金（再掲） 774億円（ 98.7%）

【総務省】

１．辺地対策事業債 540億円（101.9%）

２．過疎対策事業債 5,400億円（103.8%）

３．一般補助施設整備等事業債（豪雪対策事業） 31億円（100.0%）

４．携帯電話等エリア整備事業 18億円（119.9%）

５．高度無線環境整備推進事業 42億円（113.9%）
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６．放送ネットワーク整備支援事業 0.7億円（ 33.8%)

７ 「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業．

9億円（100.0%）

． （ ）８ 地域情報化の推進 1.3億円 100.0%

．地域おこし協力隊の推進 2.1億円 ( 85.2%)10

【国土交通省】

１．道路事業 2兆1,183億円（100.3%）

※

２．治水事業等 8,840億円（100.4%）

※

３．都市公園・緑地等事業 － ( － ）

※※

． （ ）４ 下水道事業 773億円 126.6%

※

５．地域住宅計画に基づく事業 － ( － ）

※※

６．地域公共交通確保維持改善事業 207億円（100.0%）

※ この他に、社会資本整備総合交付金(令和年４度予算： 億円、令和５年度予算5,817

概算決定額： 億円)がある。5,492

※※ 社会資本整備総合交付金(令和年４度予算： 億円、令和５年度予算概算決定5,817

額： 億円)がある及び防災・安全交付金（令和４年度予算： 億円、令和５5,492 8,156

年度予算概算決定額： 億円）の内数。8,313

【文部科学省】

． （ ）１ 公立学校施設整備費 687億円 99.8%

２．へき地児童生徒援助費等補助金 22億円（ 93.6%）

（１）スクールバス等購入費 6.2億円（100.0%）

（２）遠距離通学費等 15億円（ 91.3%）

３．健全育成のための体験活動推進事業 1億円（100.0%）

４．子どもゆめ基金事業 79億円 ( 94.5 ）%

【文化庁】

． （ ）１ 文化芸術による子供育成推進事業 55億円 .0%100

２．国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金 249億円（101.1%）

３．国宝重要文化財等防災施設整備費補助金 20億円（112.9%）

【厚生労働省】

１．へき地保健医療対策費 75億円の内数（ 93.6%）

２．医療施設等設備整備費 21億円の内数（ 93.2%）
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３．医療施設等施設整備費 25億円の内数（111.4%）

４．都道府県における医師確保のための相談・支援機能の強化

地域医療介護総合確保基金(751億円)の内数 (100.0%）

５．ドクターヘリ導入促進事業

87億円の内数 （114.1%）

６．保健衛生施設等施設整備費 36億円の内数( 99.4%）

７．水道施設整備費補助 170億円の内数（100.6%）

８．生活基盤施設耐震化等交付金 202億円の内数（ 92.4%）

９．地域医療介護総合確保基金（介護分） 489億円の内数（ 89.1%）

10．社会福祉施設等施設整備費補助金 45億円の内数（100.0%）

11． 農林漁業就職総合支援事業 6億円の内数（ 94.8%）

【経済産業省】

１．小規模事業対策推進等事業 54億円の内数 (101.1%）

２．地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業 .7億円の内数（118.5%）7

３．伝統的工芸品産業支援補助金 3.6億円の内数（100.0%）

【環境省】

． （ ）１ 地域における太陽光発電の新たな設置場所活用事業 億円の内数 112.1%43

２．自然公園等事業等 82億円（ 98.8%）

３．国立公園等民間活用特定自然環境保全活動（グリーンワーカー）事業

2.5億円（ %）100.0

４．国立公園協働型管理運営体制強化事業 0.3億円（ %）100.0

５．エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業 0.2億円（ 72.7%）

６．生物多様性保全推進支援事業 0.9億円（ 55.0%）

７．鳥獣保護管理強化総合対策事業費 6.2億円（ %）100.0

８. 指定管理鳥獣捕獲等事業 2億円（ 00.0%）1

９．一般廃棄物処理施設整備事業 532億円（100.0%）

（浄化槽設置事業及び公共浄化槽等整備推進事業を除く）

10．浄化槽整備事業 90億円（100.0%）

11．地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 350億円（175.0%）

【内閣府】

１ 特定地域づくり事業の推進 5.6億円 (112.0%)．

【 】内閣官房こども家庭庁設立準備室

１．就学前教育・保育施設整備交付金 295億円の内数

２．次世代育成支援対策施設設備交付金 67億円の内数

３．子どものための教育・保育給付交付金 1兆5,948億円の内数

４．子ども・子育て支援施設整備交付金 172億円の内数


